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資料２



三位一体の航空・空港政策

ＬＣＣをはじめとした
新規航空企業の参入促進

担い手枠組み

国際定期便の路線・便数等に
関する制限を撤廃するオープン
スカイ（航空自由化）の推進

受け手

着陸料の柔軟かつ機動的設定等、国際標準の戦略的空港経営

効果

○国際定期便・国際チャーター便
の新規就航・増便

○空港機能向上、利用料金負担の
低減

○インバウンド観光客の増大等に
よる地域経済の活性化

○低運賃サービスの実現等による
利用者利便の向上
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⑤ 香港
2011年5月19日合意
（355万人、7％、5位）

⑫ 台湾
2011年11月10日合意
（467万人、9％、4位）

① 米国
2010年10月25日合意
（996万人、19％、2位）

各国・地域との合意状況

国・地域
日本発着旅客数
（2010年度）

日本発着総旅客数（※）

における割合

オープンスカイ
合意国・地域

（19ヶ国・地域）

米国、韓国、ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ、
ﾏﾚｰｼｱ、香港、ﾍﾞﾄﾅﾑ、
ﾏｶｵ、ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ、ｶﾅﾀﾞ、
ｵｰｽﾄﾗﾘｱ、ﾌﾞﾙﾈｲ、台湾、
英国、ﾆｭｰｼﾞｰﾗﾝﾄﾞ、
ｽﾘﾗﾝｶ、ﾌｨﾝﾗﾝﾄﾞ、

ﾌﾗﾝｽ、中国（注）、ｵﾗﾝﾀﾞ

4,498 万人 86 %

今後の主な
オープンスカイ
交渉予定国・地域

ﾀｲ､ﾖｰﾛｯﾊﾟ主要国 429 万人 8 %

（凡例）
（枠線）
実線：合意済
点線：協議予定有、

調整中

国・地域名
合意年月日（又は予定）
（旅客数、割合、順位）

⑦ マカオ
2011年7月14日合意
（7万人、0.1％、31位）

⑥ ベトナム
2011年6月9日合意
（94万人、2％、12位）

③ シンガポール
2011年1月19日合意
（179万人、3％、7位）

⑧ インドネシア
2011年8月11日合意
（62万人、1％、14位）

⑨ カナダ
2011年9月14日合意
（58万人、1％、15位）

⑩ オーストラリア
2011年9月29日合意
（94万人、2％、11位）

（2012年8月24日現在）

（※）日本発着総旅客数＝5,208万人（2010年度）
首都圏空港を含めたオープンスカイは、2013年夏期スケジュールに予定される
成田空港の発着枠年間27万回時に実現

（注） 北京及び上海、成田及び羽田を除くオープンスカイの実現

⑪ ブルネイ
2011年10月28日合意

⑭ ﾆｭｰｼﾞｰﾗﾝﾄﾞ
2012年2月16日合意
（20万人、0.4％、22位）

⑮ スリランカ
2012年3月23日合意
（6万人、0.1％、32位）

オープンスカイ交渉の進捗状況について

⑬ 英国
2012年1月20日合意
（65万人、1％、13位）

⑯ フィンランド
2012年6月8日合意
（40万人、1％、19位）

ヨーロッパ主要国

⑱ 中国
2012年8月8日合意
（794万人、15％、3位）

④ マレーシア
2011年2月24日合意
（53万人、1％、16位）

タイ
（228万人、4％、6位）

② 韓国
2010年12月22日合意
（1,060万人、20％、1位）

⑰ フランス
2012年7月7日合意
（100万人、2％、10位）

⑲ オランダ
2012年8月23日合意
（48万人、1％、17位）
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我が国においても、LCCは新規需要創出により市場拡大を牽引している。

ＬＣＣの参入効果等

世界各エリア別のＬＣＣマーケットシェア

ANA2013年3月期第1四半期決算説明会資料より抜粋

http://www.flypeach.com/jp/ja-jp/homeJP.aspx


なぜいま空港経営改革が必要なのか

２．一方で、現在、空港経営改革を行う環境が整いつつある

１．我が国の地域と空港は厳しい現状にあり、地域活性化の核となる空港への変革が必要

人口減少の中で国内需要は頭打ち
成長著しいアジアからのインバウンド観光
の取込み等が必要

国際競争の激化の中で航空会社はコスト
削減や経営合理化等に迫られている

空港側も、着陸料の引下げ等、航空サービ
スの効率化に向けた支援をしていく必要

空港は「整備」から「運営」の時代へ
空港運営の一層の効率化、利用者利便の
向上が必要

オープンスカイの進展

LCC等の新規参入

日本の各地域と世界との間で多様な航空
ネットワークを自由に設定することが可能に

低運賃・多頻度の利用者利便の高い航空
サービスの展開が可能に

○ 個別空港ごとの経営
○ 滑走路等と空港ビル等の一体的運営
○ 民間の知恵と資金の導入

改革の具体的措置
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空港経営改革について

空港経営改革

全国２７空港の着陸料収入をプール管理し
ている

（空港ごとの経営効率化が図られない）

現在の国管理空港

目指す姿

滑走路等（国）と空港ビル等（民間）の運営
主体が分離している

（一体的・機動的な経営が行えない）

地域活性化の核となる真に魅力ある空港の実現

就航路線・便数の拡大、利用者数の増大、宿泊・物販等の拡大等を通じた地域経済の活性化、雇
用の拡大
航空ネットワークの拡大による利用者利便の向上
空港経営の効率化を図るとともに、収益力・集客力を向上
我が国航空産業の活性化

○

○
○
○

政策の効果

民間の能力を活用した空港ビルも含めた一
体的な経営
→［機動的な空港経営］

（例：一体的な経営による効率化を通じて着陸料を引き下げ、エア
ラインを積極的に誘致）

個別空港ごとの経営
→［より地域と向き合った空港運営］

オープンスカイの推進 LCC等の新規参入促進
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国管理空港の運営の民間委託が各主体に及ぼす効果
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民間への運営委託により、各主体にプラスの効果が出るとともに、プラスの効果が循環される
仕組みが構築され、Win-Winの結果が期待される。

【期待される効果】
・低額・多頻度の航空サービス実現による利
用者利便の向上
・到着・出発時間の短縮により、空港内での
ショッピング等を楽しむことが可能に。

【期待される効果】
・観光客の増大、宿泊・物販等の拡大
等を通じた地域経済の活性化、雇用
の拡大

民間への運営委託により、各主体にプラスの効果が出るとともに、プラスの効果が循環される
仕組みが構築され、Win-Winの結果が期待される。

地域

航空
会社

旅客

エアラインの誘致

自治体・観光関係者との連携

低コストでのサービス提供

離発着オペレーションの効率化

旅客の移動・待ち時間の縮減

空港内サービスの充実
空港

【期待される効果】
・空港利用コストの削減、旅客数の確保
・混雑の解消による定時運航の確保、滞
在時間の短縮による運航効率の向上



日本再生戦略（平成２４年７月３１日閣議決定）
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国家戦略会議において議論されている日本再生戦略(案)における11の成長戦略中の
「観光立国戦略」において、「オープンスカイ」、「LCCの参入促進」、「空港経営改革の実
現」が重点施策として位置づけられている。

日本再生戦略（抜粋）
［観光立国戦略］

［2020年までの目標］
訪日外国人旅行者数を2020年初めまでに2,500万人、将来的に3,000万人に
2,500万による経済波及効果約10兆円、新規雇用56万人
新規需要の喚起により航空需要の底上げを図り、国内外航空旅客輸送に占めるLCCの割合を欧米並み(2～3

割程度）とする。
休暇改革による国内観光需要の創出効果:約1兆円
［2015年度の中間目標］
訪日外国人旅行者を1,800万人(2016年）
空港での外国人入国審査の最長待ち時間20分(2016年度）
国内における旅行消費額を30兆円（2016年度）
国際会議の開催件数を2010年の741件から5割以上増やす（2016年）

（重点施策：訪日外国人旅行客の増大に向けた取組、受入環境水準の向上）
（略）また、オープンスカイをアジア以外の地域・国にも対象を広げて展開するとともに、首都圏空港の強化や
関空の再生と国際競争力の強化に努めるなど受入環境水準の向上を図る。
（重点施策：観光需要の喚起）
LCC(Low-Cost-Carrier)やビジネスジェットの参入を促進するべく環境整備に取り組む。安全性の確保を前提
とした航空会社のコスト削減に資する技術規制の見直しを行う。また、LCCの参入促進にも資するよう、国管理
空港等の経営改革の実現を進め、柔軟な着陸料体系の構築等を通じて地域活性化の核となる真に魅力ある
空港の実現を目指す。（略）
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国際線の利用者推移

H22年度

H23年度

H24年度

仙台空港の利用者数推移

○国内線

○国際線

H23.4.13 民航機の就航再開
（昼間時間帯のみ 6往復/日）

H23.4.29 民航機の夜間就航再開（9往復/日）

H23.6.1 民航機の増便（14往復/日）

H23.7.25 定期便の就航再開
（41往復/日 震災前の水準に回復）

H23.6.23 国際チャーター便の受け入れ再開

H23.7.25 国際臨時便の就航再開

H23.9.25 国際定期便の就航再開

H24.3.25 仙台－上海/北京線再開（2往復/週）

H24.3.27 仙台－大連/北京線再開（2往復/週）

H24.5.21 仙台－ソウル線増便（3往復/週→7往復/週）

H24.7.30 仙台－長春線再開（2往復/週）

（今後の予定）

H24.10.1 仙台－グアム線増便（2往復/週→4往復/週）

H24.10.18 仙台－上海線（新規）（4往復/週）
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